実施設計書の承認における留意点

	留　意　点

	参　　　　　考

	
１．道路管理者
1　 占用位置は適切か。
2　 道路復旧方式は適切か
3　 埋戻し方式は適切か。
4　 施工時期は適切か。
5　 その他
2． 河川管理者
1　 雨水吐口の構造及び護岸方法及び施工方法は適切か。
2　 河川を横断する場合、河床下の土かぶり、構造、施工方法等適切か。
3　 その他
３．公有地管理者
1　 占用位置は適切か。
2　 施工時期は適切か。
3　 構造は適切か。
4　 施工方法、復旧方法は適切か。
5　 その他
4． 交通管理者
1　 交通量、周囲の環境はどの程度か。
2　 工事予定範囲、期間はどの程度か。
3　 その他
　　　　　

留　意　点
	１．管理者には国道、県道、市町村道がある。
1　 定められた占用位置に布設できない場合、協議する。
2　 原形復旧が原則である。
3　 交通量、舗装の種類、その他の指示によって決定される。
4　 道路調整会議に届出している範囲内では問題ないが、そ
れ以外については調査が必要となる。
5　 道路管理者に委託する工事か否かも協議すること。また、本復旧及び仮復旧に関する指示をうけること。
2． 河川区域及び保全区域の協議には、平面図、縦横断図、
溝造図、施工計画書等が必要である。なお、河川区域及び保全区域の縦断占用は避ける必要がある。
1 ②　管理者の指示に従うことを原則とするが、河川管理施設構造令（社団法人、日本河川協会）を参考とすること。

表-８.１　河川管理者区分

　　　河 川 別　 　管  理  者　　　　 備　　　考
　　　　　　　　　　　　

１級河川の水系支流
　　　１級河川　　建設大臣　　　　の管理権は知事に委
　　　　　　　　　　　　　　　　　任されている。
　　　２級河川　　都道府県知事
　　　普通河川　　市町村
3． 公有地には、水路敷（公共溝きょ）、公園、港湾用地、
運河等がある。
1 ②③④⑤各項とも、協議によって決定される。
4． 所轄警察署と交通量、周囲の環境等との関係で、施工区
分（昼間施工、夜間施工、昼夜間施工等）が」どうなるか協議を行う。
1 ②③工事施工条件となるので慎重に協議を行うこと。
参　　　　　考

	5． 埋設企業者
1　 切廻し、移設がどの程度必要か。
6． 軌道管理者
1　 横断、近接工区の区間等はどの程度か。
2　 その他
7． 教育委員会
1　 埋蔵文化財との関係はないか。
8． 消防署、学校、清掃事務所、バス会社等
1　 工事に伴って影響（支障）はないか。
9． その他

	5． 下水道工事に際し影響する他埋設物（ガス、電力、ＮＴＴ
水道、工業用水、その他）や架空線について、それぞれ協議を行う。
1　 各企業者と詳細に協議を行って決める。
6． 軌道、鉄道横断や近接施工の場合、それぞれの設計・施
工条件によって必要な協議を行い、承認を得る必要がある。なお、軌道横断部分等、管理者が直接受託で施工する場合がある。
1 ②日本鉄道施設協会や各交通局、民間鉄道等の基準等を事前に入手して検討する。
７．
1　 遺跡分布地図に掲載されている埋蔵文化財包蔵地及びその付近の設計にあたっては、文化財保護法第５７条の３に基づき、市町村の教育委員会を窓口として、教育委員会経由で文化庁長官あてその旨を通知し、協議を行いその指示をうけること。
８．
1　 関連先にあらかじめ施工時期等概略の説明を行っておき、工事開始時に詳細な協議が行われるようにする。
9． 上記以外との協議が必要なことも考えられ、施工上、問題とならないようにする必要がある。



